
令和３年弁理士制度小委員会報告書等への対応状況

法改正の実施状況 日本弁理士会における取組
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中小企業支援に関する
弁理士の知識・能力の強化

－

•中小企業支援等に資するコンサル関連研修の充実
•知財経営コンサルOJT、ケーススタディ研修プログラム
の充実

•中小企業支援施策の会員周知
•知財キャラバンにオブザーバー弁理士を同行させる等の
企業支援機会の提供

•国際関連研修の充実

弁理士への
アクセス性やマッチング機能の向上

－

•中小企業向けウェブサイトの改修（R4.4公開予定）
•地域会の相談窓口にてオンライン相談を実施
•オンライン相談等に関するガイドラインを作成、会員に
周知

•依頼内容に応じた弁理士を紹介する制度の構築

中小企業支援に関与する他機関や
他専門家と弁理士との連携強化

－

• JPAA知財サポートデスクの設置
•中小企業支援機関、金融機関との連携
•中小企業庁、地方局との意見交換、各府省への弁理士派
遣
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農林水産分野における
弁理士（業務）への認知度の向上

•農林水産知財に関する海外出願支援業務、相談業務を弁理士
業務に追加

•農林水産知財の概要、弁理士業務として実施できる業務
範囲に関する必修研修、実務修習の実施

•農業法人約40社との意見交換
• JA全中、日本農業法人協会との連携強化
•農林水産関連事業者団体への知財に関する普及啓発の実
施

農林水産分野における弁理士への
アクセス性やマッチング機能の向上

－

•農林水産知財特設サイトの設置、改修
•農林水産知財専門の相談窓口サイトを開設
•普及指導員向け研修に講師を派遣
•弁理士ナビの専門分野に農林水産知財を追加

農林水産分野の知的財産を含む
知財ミックスに関する

弁理士の知識・能力の強化

•日本弁理士会法改正説明会において、弁理士が関与できる農
林水産知財関連業務の範囲を説明

•農林水産知財の概要、弁理士業務として実施できる業務
範囲に関する必修研修、実務修習の実施

•農林水産知財に関する応用、専門的研修の実施
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令和３年弁理士制度小委員会報告書等への対応状況

法改正の実施状況 日本弁理士会における取組
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一人法人制度の導入
•弁理士の社員が一人のみでも法人の設立・存続を可能とする
法改正の実施

•必修研修にて、法人制度に係る改正全般について、会員
に周知

•マッチングセミナーを通じた弁理士同士の連携、規模拡
大の推進

•「弁理士法人の手引」の刷新
•事務所提携に関する情報の充実
•ウェブサイト等を通じた一人法人制度の周知

法人名称の変更
•法人名称を「特許業務法人」から「弁理士法人」へと改正
•施行後の移行期間を１年間確保
•庁内外と連携した名称変更手続の整理

•会員への周知、弁理士向け説明会の実施
•名称変更に関するガイドブックの作成

裁判所による第三者意見募集制度
に関する対応

•第三者意見募集制度に関する相談業務を弁理士業務に追加
•日本弁理士会法改正説明会において、弁理士が対応可能な業
務範囲を説明

•弁理士が対応可能な業務範囲を含めた、第三者意見募集
制度に関する相談業務についての必修研修を実施

•今後、裁判所ウェブサイトに詳細が掲載されるたびに、
会員周知を実施予定

国
会

答
弁

農林水産知財業務に関連する法令の研修
•日本弁理士会法改正説明会において、弁理士が関与できる農
林水産知財関連業務の範囲を説明

•農林水産知財の概要、弁理士業務として実施できる業務
範囲に関する必修研修、実務修習の実施
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農林水産事業者のための相談窓口

•農林水産省：知的財産総合相談窓口、地理的表示保護制度活
用支援中央窓口（GIサポートデスク）

•独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）：知財総合
支援窓口

•農林水産知財専門の相談窓口サイトを開設

行政書士等他の専門家や
農林水産関連事業者団体等との連携

－ • JA全中、日本農業法人協会との連携強化

研修等の充実を通じた
弁理士の更なる資質向上

•日本弁理士会法改正説明会において、弁理士が関与できる農
林水産知財関連業務の範囲を説明

•農林水産知財の概要、弁理士業務として実施できる業務
範囲に関する必修研修、実務修習の実施
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